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「東日本大震災」をあらためて考える
髙　橋　　　真
　
１．東日本大震災
　10年前、いったい何が起きていたのであろうか。
　2011年（平成23年）３月11日の午後２時46分 18秒に発生した、宮城県牡鹿半島沖の東南
東の太平洋を震源とするマグニチュード9.0、最大震度７（栗原市）から震度６の大地震が発
生した。その後、「大津波警報」が発せられ、北海道東の太平洋側沿岸部、東北地方の青森県、
岩手県、宮城県、福島県の太平洋沿岸部、関東地方の千葉県、茨城県の太平洋沿岸部に大津波
が到達した。特に、東北の岩手県、宮城県、福島県の沿岸部の津波被害は、甚大であった。ま
た地震と津波による東京電力福島第一・第二原子力発電所の事故では、周辺住民の避難を余儀
なくさせる事態が生じた。
　この地震については、その後「東北地方太平洋沖地震」の名称が付され、この地震と津波に
よる大規模災害は2011年（平成23年）４月１日に、政府の持ちまわり閣議（菅直人内閣）で
「東日本大震災」と呼ぶことを決定した。
　発災直後からマスコミでは、「東日本大震災」だけでなく、「関東東北大震災」の名称も用い
られていたが、実際は「関東」「東北」よりも広い地理的範囲を示す「東日本」の地域名が付
された。
　「東日本」が「西日本」に対する概念とするならば、北海道を含むかなり広い地理的範囲を
示すことになるし、気象・天気予報で用いられる「西日本」「東日本」「北日本」になると、「東
日本」は関東地方までで、東北・北海道は「北日本」になる。また、「JR東日本」（旅客鉄道
株式会社）の営業範囲に限定すると、東北地方と関東地方の全域と新潟県の大部分と山梨県と
長野県の一部と静岡県の一部が含まれる。
　しかし、東北地方太平洋沖地震により甚大な被害が出た地域は、岩手県、宮城県、福島県の
津波浸水地域に集中している。
　なぜ、政府は「東日本」の名称とその適用範囲を広げたのか。そこには、どのような意図が
あったのか。その後の予算配分やその使われ方を見ると、そこには明らかに「東日本」である
必要性が見えてくる。
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２．想定外
　当時、地震と津波と原発事故は、すべて「想定外」として扱われた。想定を超える地震と想
定を超える大津波とそれによる想定を超える原発事故による、大災害が発生したと捉えられて、
「想定外」の言葉が連日流布された。
　その「想定外」の地震と津波に関して、それ以降、数百年に一度起こるか起こらないかのも
のであるという考えから、「想定外」の持つ深刻さは徐々に薄れていき、その対策も「それ以
前の想定内のもの」という深刻さの軽減意識への変化の過程で実施されるようになってきた。
　それは、原発事故に関しても、同様である。前首相の安倍首相は、「福島原発は、コントロー
ルされている」という言葉を内外に明言して、東京オリンピック開催にまい進した。また、宮
城県は、津波被災県として初めて原発再稼働を決定した。
　内容は何も変わらない「想定外」の出来事は、次第に「想定内」とのものへと、すり替えら
れてきている。
３．贈与経済
　わが国の経済システムは、混合経済（mixed	economy）であり、市場経済を基本としながら
公共部門の経済活動が併存する経済である。そこでは、貨幣経済が基本となっている。
　しかし、震災当時にみられた被災地の経済は、財やサービスの交換・移動は、貨幣を媒介と
しない「贈与」（gift）であった。自分の持っているものを持っていない人に提供する、しかも
その対価を求めない、という市場経済とは異なる「贈与経済」（gift economy）が出現していた。
それは、自発的になされた行為であり、贈与を受け取った人は、「ありがとう」という言葉で、
お返しをした。
　その後、被災地では貨幣経済が復活して、市場経済が機能するに至っているが、その時に培
われた「贈与経済」は、市場経済の片隅でひっそりと息づいている。
　東日本大震災から10年という時間的な節目で、また「想定外」の新型コロナウィルスの感
染拡大が起こっている。これは、皮肉な出来事なのか。そして、2021年の２月13日と３月20
日に宮城県・福島県沖を震源とする震度５強の地震が、東北の被災県を中心として起った。気
象庁は、この地震を「東北地方太平洋沖地震」の余震であるとして、警戒を呼び掛けている。
　自然は、「まだ終わっては、いないこと」をあらためて私たちに告げている。
東日本大震災と社会学のアイデンティティ
菊　池　哲　彦
　筆者は2011年12月に刊行された本紀要第61号・第62号合併号の特集「東日本大震災」に「「東
日本大震災と社会学」をめぐる覚書」を寄稿した。震災発生から半年が経過した2011年９月
に執筆・脱稿したこの覚書には、東日本大震災という厳しい現実に向き合う社会学にとって、
社会学が混乱し秩序を失った社会をいかに回復するのかを提言することも重要だが、その混乱
